
日経平均ＶＩ先物取引における最終清算数値の算出方法の見直しに伴う

業務規程等の一部改正新旧対照表
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業務規程の一部改正新旧対照表

新 旧

（最終清算数値）

第３６条 最終清算数値は、取引最終日の終

了する日の翌日に定めるものとし、次の各

号に掲げる取引対象指数の区分に従い、当

該各号に定めるところにより算出した特別

な指数又は数値（以下「特別清算数値」と

いう。）とする。ただし、フレックス限月

取引において、各銘柄の設定時にあらかじ

め最終清算数値を特別清算数値としないこ

とを定めるものは、取引最終日における取

引対象指数の最終の数値とする。

（最終清算数値）

第３６条 最終清算数値は、取引最終日の終

了する日の翌日に定めるものとし、次の各

号に掲げる取引対象指数の区分に従い、当

該各号に定めるところにより算出した特別

な指数又は数値（以下「特別清算数値」と

いう。）とする。ただし、フレックス限月

取引において、各銘柄の設定時にあらかじ

め最終清算数値を特別清算数値としないこ

とを定めるものは、取引最終日における取

引対象指数の最終の数値とする。

（１）～（５） （略） （１）～（５） （略）

（６） 日経平均ＶＩ （６） 日経平均ＶＩ

取引最終日の属する月の翌月の第二金

曜日の３０日前に当たる日の本所が定め

る時間における日経平均ＶＩの平均値

取引最終日の属する月の翌月の第二金

曜日の３０日前に当たる日の本所が定め

る時間における日経平均を対象とする指

数先物取引及び日経平均に係る指数オプ

ション取引の立会の始めの約定値段を用

いて日経平均ＶＩの算出方法に準じて算

出した特別な数値

（７）～（９） （略） （７）～（９） （略）

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲

げる取引対象指数の区分に従い、当該各号

のいずれかに該当した場合で本所が必要と

認めるときにおける最終清算数値は、本所

がその都度定める日に、本所がその都度定

める。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲

げる取引対象指数の区分に従い、当該各号

のいずれかに該当した場合で本所が必要と

認めるときにおける最終清算数値は、本所

がその都度定める日に、本所がその都度定

める。

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略）

（５） 日経平均ＶＩ （５） 日経平均ＶＩ

取引最終日の終了する日の翌日に、前

項第６号に定める本所が定める時間を確

保できない場合その他これに類する場合

又は指数算出者による日経平均ＶＩの算

出若しくは配信が不能となった場合

取引最終日の終了する日の翌日に、第

３２条の規定により日経平均を対象とす

る指数先物取引又は日経平均に係る指数

オプション取引が停止された場合

（６）・（７） （略） （６）・（７） （略）

３・４ （略） ３・４ （略）

付  則

この改正規定は、令和５年３月１日から施

行する。
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業務規程施行規則の一部改正新旧対照表

新 旧

（特別清算数値算出に係る値段）

第２２条 （略）

（特別清算数値算出に係る値段）

第２２条 （略）

２ 規程第３６条第１項第６号に規定する本

所が定める時間は、午前９時から３０分間

（日経平均ＶＩの算出に用いる日経平均を

対象とする指数先物取引又は日経平均に係

る指数オプション取引の限月取引につい

て、規程第３２条の規定により取引の停止

が行われた時間及び規程第３３条第１項、

第４項又は第５項の規定により取引の一時

中断が行われた時間を除く。）とする。

２ 規程第３６条第１項第６号に規定する本

所が定める時間は、日経平均に係る指数オ

プション取引の日中立会開始時から１０分

間（同号に掲げる特別な数値の算出に用い

る日経平均を対象とする指数先物取引の限

月取引について、規程第３３条第１項の規

定により取引の一時中断が行われた時間を

除く。）とする。

（削る） ３ 規程第３６条第１項第６号の規定によ

り、日経平均ＶＩの算出方法に準じて特別

清算数値を算出する場合、日経平均を対象

とする指数プットオプション又は指数コー

ルオプション（特別清算数値の算出に用い

る日経平均を対象とする指数先物取引にお

ける有効な価格（規程第３６条第１項第６

号に規定する立会の始めの約定値段をい

う。以下この項において同じ。）に最も近

接する権利行使価格の銘柄を除く。）のい

ずれかにおいて、有効な価格を取得するこ

とができる銘柄（日経平均ＶＩの算出に用

いる銘柄に限る。）が存在しない限月につ

いては、直前の日経平均ＶＩの算出に用い

た日経平均株価の変動率を用いることとす

る。

付  則

この改正規定は、令和５年３月１日から施

行する。


